
施工条件・特記仕様書一覧表

＊本工事費に関する施工条件は、以下の項目について明示した。
＊明示した場合には□内に○、しない場合は□内に×　また明示した場合は（　）の該当する図書に○を記入する。

明示内容及び制約条件等
1.工程･公害対策関係 (特記仕様書･現場説明書･その他)

耕作時期に重なる時は地元と工程調整のこと。また他工区との工程も調整のこと。
住民（学童の通学）の安全及び要望を第一とし、迂回路等配慮した工程とする。
付近の住宅へ粉塵等が舞わないように配慮のこと

2.用地･工事支障物件等 (特記仕様書･現場説明書･その他)
着手前に地元役員等に挨拶を行い、関係者へ施工方法等の説明を行うこと。
起工測量時に用地図（公図）にもとづき確認のこと。

3.仮設･工事用道路関係 (設計書･特記仕様書･図面･その他)
(濁水処理を含む) Ⅰ　用水･電力等の供給設備､仮囲い､仮歩道マット、模様フェンス。

Ⅱ　完成予想図､工法説明図､工事工程表､フラワーポット、見学路、椅子設置､ライ
　　トアップ、緑化実施、デザイン工事看板、パンフレット作成。

4.安全(管理)対策関係 (特記仕様書･現場説明書･その他)
　* 工事期間中月１回(半日)以上､全作業員を対象に安全教育･研修訓練を
　　実施のこと｡
Ⅰ　ﾊﾞﾘｹｰﾄﾞ､転落防止柵､工事標識､照明等のｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ、電光式標識

5.営繕関係 (設計書･特記仕様書･図面･その他)
Ⅰ　現場事務所(休憩所を含む)､材料保管場所、水洗トイレ
 Ⅱ　ｼｬﾜｰ設備､現場休憩所､ｳｵﾀｰｸｰﾗｰ､意見箱設置、見学室設置、観葉植物、健康関
　　 連施設備品等。

6.残土･産業廃棄物関係 (設計書･特記仕様書･その他)
１．土砂及び､ｺﾝｸﾘｰﾄ･ｱｽﾌｧﾙﾄ廃材を現場から搬出する場合は「再生資源利用促進
　　(計画・実施)書｣を作成し提出すること。対象は、量の多少にかかわらず発生
　　する工事の全てとする。
２．建設副産物実態調査を実施し竣工時にデータで提出すること。
　　（最終契約額が100万円以上の全ての工事）
３．建設リサイクル法、11条・12条-1項･2項・13条・18条により、適正な処置をし、
　　報告しなければならない。(告知書の写･廃棄物処理計画書･マニフェストの写･
　　再資源等報告書)

7.工期関係 　本工事は、週休２日工事の対象工事である。
　長野県「週休２日工事実施要領」に従い取り組むものとする。

8.公共工事労務費調査に １．　本工事が発注者の実施する公共事業労務費調査(６月・１０月)の対象工事と
　　　　　　対する協力 　　なった場合、請負者は、調査票等に必要事項を正確に記入し発注者に提出する

　　等必要な協力を行わなければならない。また、本工事の工期経過後においても
　　同様とする。
２．　調査票等を提出した事業所を発注者が事後に訪問して行う調査・指導の対象
　　に請負が無かった場合、請負者は、その実施に協力しなければならない。また
　　本工事の工期経過後においても、同様とする。
３．　公共工事労務費調査の対象工事となった場合、正確な調査票等の提出が行え
　　るよう、請負者は、労働基準法に従って就業規則を作成すると共に賃金台帳を
　　調整・保存する等、日頃より使用している現場労務者の賃金時間管理を適切に
　　行っておかなければならない。
４．　請負者が本工事の一部について下請契約を締結する場合、請負者は、当該下
　　請工事の発注者（当該下請工事の一部に係わる二次以降の下請人を含む）が前
　　３項と同様の業務を負う旨を定めなければならない。

9.工事カルテ作成、登録 　　　請負者は、完成時において工事請負代金額500万円以上の工事については、
　　受注時は契約後10日以内に、登録内容の変更時は変更が会った日から10日以内
　　に、完成時は完成後10日以内に、工事実績情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）に基
　　づき、「工事カルテ」を作成し、監督員の確認を受けた後に、（財）日本建設
　　情報総合センター発行の「工事カルテ受領書」の写しを監督員に提出しなけれ
　　ばならない。なお請負者が公益法人の場合はこの限りではない。
　　監督員への提出期限は、以下のとおりとする。
（１）受注時登録データーの提出期限は、契約締結後７日以内とする。
（２）完了時登録データーの提出期限は、工事完成後７日以内とする。
（３）なお、施工中に、受注時登録データーの内容に変更があった場合は、変更が
　　　あった日から７日以内に登録データーを提出しなければならない。

10.その他 １．「建設材料の品質記録保存実施要領」に基づき資料作成のこと。
２．工事の全般にわたり、長野県建設部の監修による「設計基準」「土木工事共通仕様書」
　　「土木工事現場必携」ほか日本道路協会発行の仕様書によって施工すること。
３．本工事において受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。
　　受注者は、保険契約の証券またはこれに代わるものを監督員に提示することとする。
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別紙　　１ 「施工条件明示事項」

１０　　発生土・特定建設資材・産業廃棄物関係

（１） 本工事の施工において生じる発生土・特定建設資材及び産業廃棄物の処分については、
下記の処分先を想定して処分費、運搬費を計上している。

１　建設発生土

残土処理 □　指定 地区名 運搬距離 km
備考　１． 搬出先を変更する場合は、発注者と協議を行うこと。当初想定の場合は、受発注者

協議等により搬出先を決定し、設計変更する。

２　特定建設資材（リサイクル法）

種別 処分条件 処分先・運搬距離・数量・金額等
アスファルト・コンクリート塊 再利用 プラント名 運搬距離 5.2 km

数量 41.0 ｔ 18.0 m³
直接工事費 処分費         53,300 円 運搬費            53,928 円

セメント・コンクリート塊 再利用 プラント名 運搬距離 5.2 km
（１）無筋Ｃｏ
数量 52.0 ｔ 22.0 m³
直接工事費 処分費         93,600 円 運搬費            34,452 円
（２）鉄筋Ｃｏ
数量 ｔ m³
直接工事費 処分費 円 運搬費 円
（３）二次製品
数量 ｔ m³
直接工事費 処分費 円 運搬費 円

建設資材木材 プラント名 運搬距離 km
数量
直接工事費 処分費 円 運搬費 円

備考　　１． 設計数量の処分費・運搬費を明示する。
　　　　　２． 建設工事請負契約書において、処分費・運搬費が上記明示金額より低額の場合は、

設計変更の対象とする。

3　産業廃棄物（建設廃棄物処理指針）

処理条件 処分先・運搬距離・数量・金額等
木くず（抜根・伐採材） 樹木根 プラント名 運搬距離 km

数量 ｔ
直接工事費 処分費 円 運搬費 円

汚泥 プラント名 運搬距離 km
数量
直接工事費 処分費 円 運搬費 円

その他（金属くず他） プラント名 運搬距離 km
数量 ｔ
直接工事費 処分費 円 運搬費 円

備考　　１． 設計数量の処分費・運搬費を明示する。

ｼﾌﾞｷﾔ建設リサイクルプラント

ｼﾌﾞｷﾔ建設ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗﾝﾄ

種　　　　別



特 記 仕 様 書

本工事において、以下に示す建設機械を使用する場合は、「排出ガス対策型建設
機械指定要領(平成３年10月８日付建設省経機発第249号）」に基づき指定された排出
ガス対策型建設機械を使用するものとする。排出ガス対策型建設機械を使用できな
い場合は、平成７年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の
開発」、またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査・
証明事業、あるいはこれと同等の開発目標で実施された建設技術審査証明事業に評
価された排出ガス浄化装置を装着することで、排出ガス対策型建設機械と同等とみ
なす。ただし、これによりがたい場合は、監督員と協議するものとする。
排出ガス対策型建設機械あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用す

る場合、現場代理人は施工現場において、使用する建設機械の写真撮影を行い、監
督員に提出するものとする。

排出ガス対策型建設機械を原則使用する機種

機 種 備 考

一般工事用建設機械

・バックホウ
・トラクタショベル（車輪式）
・ブルドーザ
・発動発電機（可搬式）
・空気圧縮機（可搬式）
・油圧ユニット

(以下に示す基礎工事用機械のうち、ベース
マシーンとは別に、独立したディーゼルエ
ンジン駆動の油圧ユニットを搭載している
もの；
油圧ハンマ、バイブロハンマ、油圧式鋼管
圧入・引抜機、油圧式杭圧入引抜機、アー
スオーガ、オールケーシング掘削機、リバ
ースサキュレーションドリル、アースドリ
ル、地連続壁施工機、前回転型オールケー
シング掘削機）
ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ
ホイールクレーン

ディゼルエンジン(エンジン
出力7.5kW以上260以下)を
搭載した建設機械に限る。


